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宇野日出男

1 DV は，親密な関係にある者の間の暴力を意味して

おり，女性から男性への暴力の場合もあり得る。

しかし，現実には，男性から女性への暴力が圧倒

的に多いため，本稿では，男性から女性への暴力

に限定して議論を進めることとした。
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ドメスティック・バイオレンス（DV）

―公衆衛生の視点から―
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ドメスティック・バイオレンス（domestic violence; DV）とは，夫など親密な関係にある男性

から女性に対する暴力のことである。DV は女性の人権侵害であるとともに健康に関わる問題で

あるが，複雑な背景要因の存在する DV に対して，公衆衛生の視点からいかに介入していくか

が課題である。

本稿の目的は，日本および世界各地でこれまでに実施されてきた，多方面からの DV 対策に

ついて概観し，日本における，今後の保健医療分野からの取り組みの方向性を展望することである。

これまでに，DV 対策法の整備，緊急支援としてのシェルターの提供，NGO による支援活

動，あるいは暴力加害者への介入など，多方面から DV に対する取り組みがなされてきた。保

健医療分野では，欧米での医療従事者に対する体系的 DV 教育や，アジアや南米での医療機関

を中核とする DV 被害女性支援ネットワーク形成などが実施されてきた。

保健医療分野からは，幅広い DV 対策のなかでも，DV 被害女性の早期発見と治療，DV 再発

の予防に貢献できると考えられる。しかし，これまでは，保健医療従事者に対する体系的 DV
教育が不足しており，医師と被害女性の認識にずれがあったり，DV に対する理解不足のため発

見できなかったり，他の関連機関との連携不足により対応困難であったりした。

日本でも，今後は，保健医療分野からも DV 対策に積極的に取り組むべきであると考えられ

る。たとえば，母子保健事業の一環として，児童虐待と DV に対して包括的に取り組んでいけ

るのではないであろうか。また，欧米の医療従事者教育を参考に，マニュアルやガイドラインを

整備し，第一線の医療者の意識を変えていく必要がある。さらに，これまでの各方面からの取り

組みを評価・検証して，より有効な対策法を検討していくべきである。

Key words：ドメスティック・バイオレンス（DV），女性の健康，公衆衛生的問題，保健医療分

野からの取り組み

Ⅰ は じ め に

ドメスティック・バイオレンス（domestic vio-

lence；以下 DV）とは，夫や恋人などの親密な関

係にある男性から女性に対する暴力のことであ

る1。DV は，1970年代の欧米諸国を中心とした

女性解放運動以降，少しずつ社会的に認知される

ようになった。1990年代になると，女性に対する

重大な人権侵害として，国際的課題として取り組

まれるようになり1)，1993年の国連総会で，「女

性に対する暴力の撤廃に関する宣言」が採択され

た2)。

女性に対する暴力は，身体的暴力，性的暴力，

精神的暴力に大別される。世界保健機関（World

Health Organization; WHO）や世界銀行が指摘し

ているように，どのような形の暴力も，女性の健

康に深刻な影響を及ぼす3,4)。さらに，1994年の

カイロ国際人口開発会議，1995年の北京世界女性

会議を経て，DV は，リプロダクティブ・ヘルス
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2 NGO とは，公共の利益や社会的弱者の救済等のた

め，営利を目的とせず市民が主体的に活動する民

間団体のことである。他に，NPO (non-proˆt or-
ganizations), PVO (private voluntary organizations),
CSO (civil society organizations）等の呼称があり，

日本では国内で活動する機関を NPO と呼ぶ場合が

多い。本稿では，日本・外国の団体を含めて，

NGO と総称することとした。
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（性と生殖に関する健康）の一環として捉えられ

るようになった5,6)。

DV の発生する背景には，ジェンダー，貧困，

社会文化的規範など，さまざまな社会的・文化

的・経済的要因がある7)。したがって，DV の予

防や被害女性の保護・支援を効果的に進めるに

は，保健医療分野を含め，多方面からのアプロー

チが必要とされている。

本稿では，国内外の文献資料を分析することに

よって，まず，日本および世界各地でこれまでに

実施されてきた，多方面からの DV 対策と保健

医療分野からの取り組みについて概観する。それ

に基づいて，今後日本における保健医療分野から

の取り組みの方向性を展望する。

Ⅱ これまでの DV 対策と保健医療分野か

らの取り組み

1. 多方面からの DV 対策

1) 法整備

DV は家庭内で発生するために，明らかな人権

侵害であるにも関わらず，従来の刑事法などで

は，対応が困難であった。DV に特化した法律を

制定することにより，DV は個人や家庭内の問題

ではなく社会の問題であり，社会は暴力を容認し

ないという明確なメッセージを伝えることができ

る1,8)。1980–90年代には，世界的に DV に特化し

た法律が新しく制定されたり，既存の刑法を改正

したりする動きがみられた。日本では，2001年 4

月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律（以下，DV 法）」が制定され10月

から施行された。

2) 被害女性に対する緊急支援

女性の一時的な緊急避難の場所としてのシェル

ターは，1971年に英国で最初に設立されて以来，

次第に世界中に普及した9)。米国では1970年代か

ら，女性による草の根的運動を通して民間シェル

ターが増加し，1990年以降には，全米で1,000施

設以上が設置された10)。

日本では，福祉事務所，医療機関，婦人相談

所，児童相談所，法曹等さまざまな機関が，被害

女性の支援に関わってきた11)。民間のシェルター

は，1990年代半ばより全国各地に設置されるよう

になり12)，2001年末までに全国で35施設を数える

に至った13)。

3) 民間団体の活動

世界各国で，非政府機関（non-governmental

organizations；以下 NGO)2 が，被害女性の緊急

避難・家庭訪問，警察・裁判所や保健・福祉関係

機関との調整，生活・自立支援など，行政機関の

手の及ばない活動を展開し，都市部では医療機関

とも連携して活動している14)。日本でも，昨今の

民間シェルターの増加にみられるように，NGO

が公的機関の活動を補完するようになってきてい

る。

4) 暴力加害者への介入

DV の予防には，加害男性を対象とした介入が

必要ではあるが，実際には1970年代まで，男性を

対象としたプログラムは存在せず，最近20年間に

世界各国に次第に普及してきた15)。米国では，州

法により加害男性に治療プログラムを受けさせる

ことになっているが，実際には，約半数が中途で

脱落している。

日本でも，1990年代後半頃より，NGO による

男性への教育プログラムが実施されるようになっ

た16,17)。グループワークを通して，日頃抱いてい

る感情や気持ちを共有し，男性達が少しずつ変化

していくという取り組みが行われている。

2. 保健医療分野からの取り組み

1) 医療従事者に対する教育

米国では，1980–90年代に，Centers for Disease

Control and Prevention (CDC), Joint Commission

on Accreditation of Health Care Organization

(JCAHO），その他多くの学術団体などが，医師

向けのガイドラインなどを作成して，医療現場に

おける被害女性のスクリーニングの必要性を訴え

てきた18,19)。また，1992年に JCAHO は，救急部

などでの DV のスクリーニング，処置，対応方

針と手順を定めるよう，医師の卒後研修指定病院

に義務付けた20)。医学部教育や卒後研修カリキュ

ラムにも，DV への対応方法が組み込まれるよう

になり，多くの医師の DV に対する意識が高ま



307307第51巻 日本公衛誌 第 5 号平成16年 5 月15日

ったと報告されている21)。

2) 医療機関の取り組み

カナダでは，1992年に，政府の助成のもと，バ

ンクーバー病院において DV に対する取り組み

が始められた22)。救急部スタッフに対する DV

教育，看護師によるトリアージとスクリーニン

グ，迅速な保護などのための専属スタッフ配置な

どが実施された。

院内のみならず，医療機関を中心とした地域の

DV 支援ネットワーク作りに組織的に取り組んで

いる事例もある。マレーシアでは，1994年，クア

ラルンプール総合病院に，DV 専門に対応する部

門 One-Stop Crisis Centre (OSCC）が国内で最初

に開設された23)。現在では全国の都市部にある

108病院に OSCC が設立されている。政府機関や

NGO など関連機関と連携して，被害女性を包括

的に支援するために，OSCC には，さまざまな

専門職からなるチームが構成されている。被害女

性が来診すると，まず女性看護師と NGO ボラン

ティアが相談を受け，重症度を評価する。その

後，女性医師による診療と記録が行われ，必要な

ら産婦人科など専門医に紹介する。また，暴力の

証拠が正確に記録されるよう，法医学の専門家が

助言している。OSCC は一時宿泊施設も備えて

いる。

ボリビア，エクアドル，ペルーの南米 3 カ国に

おいては，1995年から 4 年間，地域を主体として

医療機関と関連する他機関とのネットワークを構

築するプロジェクトが，WHO とオランダ政府の

支援により実施された23)。

Ⅲ 日本における保健医療分野からの取り

組み

1. DV 対策の課題

1) 中核となる公的機関の機能

DV 法は，国や地方自治体の責務と，通報，相

談，保護，自立支援などの体制について規定して

いる。各都道府県に設置される配偶者暴力相談支

援センター（以下，支援センター）は，被害女性

の保護，カウンセリング，福祉情報の提供などに

対応する責務がある。支援センターの多くは婦人

相談所に設置されており，次いで児童相談所，女

性センターなどであり，保健所や市町村保健セン

ターに設置した都道府県はない。支援センターが

DV 対策の中核となり，保健医療機関とどのよう

に連携していくかが課題である。

2) 医療従事者の役割と課題

医療機関を訪れる女性のなかには，DV 被害者

が存在する可能性があり，DV 法においても医療

従事者の通報権限を規定している。とくに内科，

外科，産婦人科，救急部など一次医療担当者は，

女性が暴力被害を受けているかを判断し，一時保

護施設や支援機関を紹介することができる立場に

いる19,24)。

しかし，多くの場合，医師は被害女性の SOS

サインに気づかず見過ごしてきた18,25)。被害女性

に対して，鎮痛剤や精神安定剤などを投与すると

いうその場しのぎの対症療法をしてしまうこと

で，かえって暴力に対する注意力を緩慢にして暴

力を受けやすくしてしまい，その結果，自殺，ア

ルコール依存などを引き起こしてしまう可能性が

ある。被害女性を見過ごしたために，引き続き暴

力が繰り返されてしまうという報告もある26)。

また，被害女性は，羞恥心のために，自らすす

んで暴力・虐待の経験を語りたがらないことが多

い19,27)。他方，事実を打ち明けたところ，医師に

嫌な顔をされたとか，取り合ってくれなかったな

ど，医療従事者側の態度に問題がある場合もある。

医師が DV を見過ごしてしまう原因として，

第一に，DV に関する知識不足と，DV に対応す

るための教育・訓練の欠如が挙げられる18,25)。日

本では，医師の卒前・卒後教育に，DV に関する

事項はまだ体系的に取り入れられておらず，これ

までは，個人的努力で対応してきたといえる。

第二に，医師を含めて社会全体に，DV に対す

る誤った認識があることである。誤った認識とは，

１ DV はめったにない，２ DV は正常に見える

夫婦間には存在しない，３ DV は個人や家庭の

問題で外部の人間が介入すべきでない，４暴力を

受けるのは女性の方に何か問題がある，というも

のである18)。

第三に，DV に関して話すと患者の感情を害す

るのではないかという不安感や，DV に対して何

もできないという無力感・挫折感を，医師が抱い

ていることである28)。確かに，DV は決して容易

に対応できる問題ではなく，どのような機関に相

談あるいは紹介するべきか判断が難しい場合もあ

る。また，日常診療時間中に医師がゆっくりと被
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害女性の話に耳を傾ける時間が乏しいのも現状で

ある。

2. DV 対策の展望

1) 公衆衛生の視点

公衆衛生の視点から DV に取り組む場合，DV

の発生を予防するよう積極的介入を行う一次予

防，被害女性を早期に発見し治療する二次予防，

DV の後遺症に対するリハビリテーションと再発

防止，自立支援を目的とする三次予防が考えられ

る。

日本には，第二次世界大戦前より築き上げてき

た母子保健分野の実績があり，DV 対策にもその

システムを生かすことができるのではないかと思

われる。たとえば，DV 対策を母子保健事業のな

かの一つに位置づけ，地域保健の担い手である保

健所，市町村保健センターが，DV 法により設置

された支援センターや関連諸機関と連携して，被

害女性支援システムを構築していくことである。

DV 対策を母子保健事業の一環として位置付け

るのは，DV と児童虐待に包括的に対応するとい

う観点からも，利点があると思われる。被害女性

と一緒に子どもを保護しなければならない場合は

多いし，また，DV の起こっている家庭では，子

どもに対する虐待も同時に起こっていることがあ

る。虐待を受けた子どもは，将来暴力の加害者と

なったり，暴力被害を受けても容認する傾向が生

じたりする可能性があり29)，児童虐待対策は将来

の DV 予防にも繋がる。

日本では，児童虐待に対する施策が DV 対策

よりも先行しており，地方自治体のなかには子育

て事業のなかで，すでに児童虐待支援のネット

ワーク作りに取り組んでいるところもある30)。今

後は，DV を含めて母子保健関係機関内でのネッ

トワーク作りがますます必要となってくると予想

される31)。

2) 医療従事者教育

医療従事者は，DV の社会的背景を理解して対

応を誤らないようにし，さらに，シェルターなど

地域や関係機関との連携・協力体制を強化する必

要がある14,18)。

被害女性に適切に対応するには，医療従事者に

対する継続的な教育・訓練が必要である。医学部

や看護学部などの卒前教育，卒後教育に，DV に

関する事項を体系的に取り入れるべきである。そ

のためには，医学・看護学などの教員に対する教

育・研修が急務である。

また，一次医療を担当するすべての診療部にお

けるプロトコール作成が不可欠である。DV 被害

女性に対する医学的対応方法，他の関係機関との

連携方法などといった対応マニュアルが必要で，

診療所や病院の一次医療を担当する部門に常備さ

れ，医療従事者が日常診療のなかで使用しやすい

ものでなければならない。

3) 継続的研究

DV の実態に関する疫学的な調査は，これまで

も世界各国で実施され，その実態を明らかにして

きた。しかしながら，DV 対策の評価・研究は不

十分である14,24)。たとえば，医療現場で DV 被害

女性を同定するためのスクリーニング，被害女性

に対するカウンセリングなど，その有効性の評

価・研究は，欧米諸国においても不足してい

る21)。日本においても，いろいろな分野からの取

り組みの経験を共有し，さまざまな対策の有効性

を検証し，より効果的な対策を形成していくこと

が必要である。

Ⅳ お わ り に

DV は，重大な人権侵害であると同時に女性の

健康問題である。DV 対策には多方面からの対策

とそれらの連携が必要である。保健医療分野にお

いては，DV 対策を既存の公衆衛生活動の一環に

組み込んでいくことや，医療従事者の教育とガイ

ドライン作成など，多くの重要な取り組みが必要

とされている。

（
受付 2003. 7.14
採用 2004. 3.18）
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DOMESTIC VIOLENCE―PUBLIC HEALTH PERSPECTIVES
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Domestic violence (DV) implies violence against women by intimate male partners. DV is a seri-
ous health issue for women, as well as a violation of human rights. It is a challenge to develop eŠective pub-
lic health interventions, as they have to take into account complicated social and psychological background
factors. In this paper we present an overview of various interventions in Japan and elsewhere in the world
up to now, and propose a strategy for developing eŠective public health interventions. Governments and
NGOs have been involved in various interventions to eliminate DV, e.g., establishing legal frameworks,
providing emergency shelters for abused women, and educating male abusers. Health sector interventions
include: systematic DV education to health professionals in Europe and the United States; and develop-
ment of DV victim support networks, in which health facilities play core roles, in Asia and Latin America.
The major expected roles of health professionals are identiˆcation and treatment of abused women, and
prevention of recurrent violence. However, achievement of those goals is insu‹cient, because of the lack of
systematic education, diŠerent views on DV between health professionals and abused women, misunder-
standing of background factors, and lack of coordination between relevant agencies. The health sector, in-
cluding clinical and public health services, is expected to play important roles in identifying and supporting
abused women in Japan. A possible strategy is to integrate DV interventions into existing maternal and
child health service systems. All the front-line health professionals should be provided with systematic train-
ing and practical manuals to treat abused women. Further research and evaluation of past interventions are
needed to develop eŠective interventions.
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